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平成 25 年度 中小企業労働事情実態調査結果報告書  

【１】調査概要  

 １ 回答事業所数及び常用労働者数‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥３ 

 （１）回答事業所数及び常用労働者数‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥３ 

 （２）従業員の雇用形態別構成‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥４  

 

２ 労働組合の有無‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥５ 

 

 ３ 経営状況 

 （１）現在の経営状況‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥６ 

 （２）主要事業の今後の方針‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥６ 

 （３）経営上のあい路‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥７ 

 （４）経営上の強み‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥８ 

 

 ４ 労働時間 

 （１）週所定労働時間(残業時間・休憩時間は除く)‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥９ 

 （２）月平均残業時間（時間外労働・休日労働）‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥９ 

 （３）時間外労働が４５時間・６０時間を超える従業員が居る月の頻度‥１０ 

 （４）時間外労働削減の取り組みの有無‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１１ 

 （５）時間外労働削減の取り組み内容‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥･･１２ 

 

 ５ 年次有給休暇           

 （１）年次有給休暇の平均付与日数及び平均取得日数‥‥‥‥‥‥‥‥･･１３ 

 

６ 平成２５年３月新規学卒者の採用と初任給 

 （１）新規学卒者の採用状況‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥･･１４ 

 （２）平成２５年３月新規学卒者１人当たりの平均初任給額‥‥‥‥‥･･１４ 

 

７  平成２６年３月新規学卒者の採用計画‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１５ 

 

 ８ 高年齢者の雇用           

 （１）高年齢者の雇用の有無‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥･･１６ 

 （２）高年齢者の雇用人数‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１７  

 （３）高年齢者の採用の経緯‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１７  

 （４）高年齢者の賃金の変化‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１７  

 （５）高年齢者の賃金の減少率‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１８ 

 （６）高年齢者の役職の変化‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１９ 

 （７）高年齢者の仕事の内容の変化‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１９  

 （８）高年齢者の１日の所定労働時間の変化‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２０ 

 （９）高年齢者の１日の所定労働時間数‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２０ 

 （10）高年齢者の週所定労働時間日数の変化‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２１ 

 （11）高年齢者の週所定労働時間日数‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２１  

 

９ 賃金改定状況 

 （１）賃金改定実施状況‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２２ 

 （２）平均昇給額‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２３ 
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調 査 の あ ら ま し  

 

○調査の目的  

  本調査は、中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な中小企業労          

働対策の樹立並びに時宜を得た中央会労働支援方針の策定に資することを目     

的とする。 

 

○調査の方法  

     全国統一調査票による郵送調査  

 

○調査時点  

     平成２５年７月 1 日 

 

○調査対象  

     ① 調査対象事業所 ８００事業所（製造業４４０、非製造業３６０） 

     ② 有効回答数   ５０１事業所（製造業２７６、非製造業２２５） 

     ③ 回 答 率     ６２．６％ 

 

○主な調査項目  

     ① 経営状況 

     ② 経営上のあい路 

     ③ 経営上の強み 

     ④ 労働時間 

     ⑤  年次有給休暇 

     ⑥ 新規学卒者の採用と初任給  

     ⑦  新規学卒者の採用計画 

     ⑧ 高年齢者の雇用 

     ⑨ 賃金改定状況 
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【Ⅰ】調査概要 

１ 回答事業所数および常用労働者数 

（１）回答事業所数および常用労働者数 

 調査対象８００事業所のうち５０１事業所（回答率６２．６％）から回答が寄せられた。業種別の回

答率は製造業が６２．７％、非製造業が６２．５％という内訳となっている。 

従業員数規模別で回答事業所の比率をみると、製造業２７６事業所のうち「１０人未満」規模の事業

所が２５．５％、「１０～２９人」規模が３５．９％、「３０～９９人」規模が３１．１％、「１００

～３００人」規模が７．６％となっている。 

一方、非製造業２２５事業所では「１０人未満」規模の事業所が２６．１％、「１０～２９人」規模

が３９．９％、「３０～９９人」規模が２８．６％、「１００～３００人」規模が５．５％という結果

となった。（図－１） 

 

図－１   従 業員規 模別回答 割合  

 

 

非 製 造 業 

１～９人 

１０～２９人 

３０～９９人 

１００～３００人 

２６．１％ 

３９．９％ 

２８．６％ 

５．５％ 

調査事
業所数

回答事
業所数

従業員数 男　　性 女　　性

800 501 18,027 12,754（７０．７％） 5,273（２９．３％）

440 276 10,828 7,214（６６．６％） 3,614（３３．４％）

　食　料　品 68 43 1,510 790（５２．３％） 720（４７．７％）

　繊維工業 42 26 1,084 195（１８．０％） 889（８２．０％）

　木材・木製品 62 44 1,159 922（７９．６％） 237（２０．４％）

　印刷・同関連 45 21 702 508（７２．４％） 194（２７．６％）

　窯業・土石 51 39 547 480（８７．８％） 67（１２．２％）

　化学工業 18 10 392 237（６０．５％） 155(３９．５％）

　金属・同製品 69 45 2,674 2,269（８４．９％） 405（１５．１％）

　機械器具 55 30 1,734 1,223（７０．５％） 511（２９．５％）

　その他の製造業 30 18 1,026 590（５７．５％） 436（４２．５％）

360 225 7,199 5,540（７７．０％) 1,659（２３．６％）

　情報通信業 13 9 356 271（７６．１％） 85（２３．９％）

　運輸業 58 38 1,978 1,816（９１．８％） 162（８．２％）

　建設業 85 50 1,860 1,644（８８．４％） 216（１１．６％）

　卸売業 76 49 1,209 1,806（６６．７％） 403（３３．３％）

　小売業 49 29 573 265（４６．２％） 308（５３．８％）

　サービス業 79 50 1,223 738（６０．３％） 485（３９．７％）

非 製 造 業

業　　　種

総　　　数

 製　造　業

製 造 業 

１～９人 

１０～２９人 

３０～９９人 

３１．１％ 

２５．５％ 

３５．９％ 

１００～３００人 

７．６％ 

表－１ 回答事業所数および従業員数

数 

 表－１ 回答事業所数および従業員数 

単位：人、 ( )内は男女比率  
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 回答事業所における総従業員数と常用労働者数（※１）は、１８，０２７人（１事業所あたり平均３

６人）で、その内訳は、男性が１２，７５４人、女性が５，２７３人となっている。男女比率は、男性

７０．７％（全国平均７１．０％）、女性２９．３％（全国平均２９．０％）と全国の比率とほぼ同じ

値となっている。 

 業種別に男女の占める割合をみると、男性従業員の割合が最も多い業種は「運輸業」の９１．８％、

次いで、「建設業」の８８．４％、「窯業・土石製品製造業」の８７．８％となっている。 

 一方、女性従業員数の割合が多い業種は「繊維工業」の８２．０％が飛び抜けており、次いで、「小

売業」の５３．８％、「食料品製造業」の４７．７％となっている。（表－１） 

（※１ 常用労働者…期間を決めず、または 1ヶ月を超える期間を決めて雇われている者など、常時使用されている労働者） 

 

 

（２）従業員の雇用形態別構成 

 従業員の雇用形態別構成をみると、「正社員」が１４，８５２人（８１．５％）、「パートタイマー」

が１，１５２人（８．５％）、派遣社員が１６７人（０．９％）、「嘱託・契約社員」が１，３１０人

（７．２％）、「その他」が３３５人（１．８％）となっている。        

業種別に構成比をみると、パートタイマーの雇用が「小売業」と「サービス業」で２５．０％、「食

料品製造業」で２０．５％と高く、全体の２割ほどの割合を占めている。また、「嘱託・契約社員」の

雇用が比較的高かった業種は、「印刷・同関連」の２０．５％と２割を超えて占めており、次いで、「運

輸業」の１６．３％と１割を超えている。（図－２） 

 

図－２ 業種別雇用形態の構成 
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秋田県における従業員の雇用別形態構成をみると、男性は「正社員」が８８．８％と全国平均の８５．

０％を上回っており、およそ９割と極めて高い割合となっている。また「嘱託・契約社員」が６．９％

と全国平均の５．６％を１．３％超えている。一方、女性は「正社員」が６４．３％と全国平均の５３．

４％を上回っており、「パートタイマー」が２２．９％と全国平均の３５．１％を１２．２％下回って

いるが、全国平均の構成をみると本県は、「正社員」の比率は全国に比べて男女ともに雇用割合が高く、

対して、本県の「パートタイマー」の比率は全国と比較して男女ともに低い雇用割合を示している。（図

－３） 

 

図－３ 雇用形態の構成 

  

 

 

２ 労働組合の有無 

回答事業所のうち労働組合を組織している事業所は、本県の全産業において１２．２％と昨年調査の

１２．０％ならびに全国平均の７．３％より労働組合を組織している事業所の割合が高くなっている。 

業種別にみると、製造業が１４．８％、非製造業が９．２％であり、製造業が非製造業よりも５．６％

高くなっている。（図－４） 

図－４ 労働組合の有無 
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３ 経営状況 

（１）現在の経営状況 

 本県の中小企業の経営状況について、前年度と比べて経営状況が「悪い」と回答した事業所が３８．

３％と昨年度の３５．９％を２．４％上回り、「良い」とする事業所が１２．０％と昨年度の１４．３％

と比較すると２．３％下回る結果となった。また、「変わらない」とする事業所は４９．７％と昨年度

とほぼ横ばい傾向にある。 

 ちなみに全国の経営状況では、「悪い」が３５．７％、「変わらない」が５１．６％、「良い」が１

２．７％となっている。 

図－５ 経営状況の推移 

 

全  国                 秋 田 県 

 

 

（２）主要事業の今後の方針 

 主要事業の今後の方針をみると、「現状維持」が６６．９％（昨年６７．２％）、次いで「強化拡大」

が２７．９％（昨年２５．２％）、「縮小」は４．６％（昨年７．０％）となっている。 

昨年度との比較では本県における「強化拡大」が昨年より２．７％上昇し、「縮小」は２．４％下回

っていることから、おぼろげながらも今後の方針や事業展開などに期待感が窺える。  

また、業種別にみると製造業は「強化拡大」が２８．４％（昨年２７．１％）と昨年より僅かながら

も上昇し、「縮小」が５．４％（昨年８．０％）と昨年より２．６％下回った。対して、非製造業も「強

化拡大」が２７．３％（昨年２３．０％）と４．０％上回り、「縮小」は３．８％（昨年５．９％）と

２．１％と減少した。このような結果から、製造業、非製造業ともに昨年度と比較すると事業の強化に

前向きな姿勢がみられた。（図－６） 

  

図－６ 主要事業の今後の方針 
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（３）経営上のあい路 

 経営上のあい路を３項目以内で複数選択してもらった結果、「販売不振・受注の減少」が４６．２％

（昨年５０．３％）と昨年より４．１％減少したが依然として最も多く１６年連続で１位となっている。

次いで、「同業他社との競争激化」は４２．０％（昨年４４．６％）、「原材料・仕入高の高騰」が４

０．８％（昨年２６．０％）と続いており、とりわけ「原材料・仕入高の高騰」は昨年より１４．８％

増加しており、これらが経営上のあい路となっている。 

 業種別にみると、製造業で高い割合を占めているのは、「原材料・仕入高の高騰」の４６．９％（昨

年３０．０％）、「販売不振・受注の減少」の４５．９％（５１．６％）、「同業他社との競争激化」

の３２．１％（３３．６％）となっている。対して、非製造業で高い割合を占めているのは、「同業他

社との競争激化」の５３．２％（昨年５７．０％）、「販売不振・受注不足」の４３．５％（昨年４８．

９％）、人材不足３４．３％（昨年２３．３％）となっており、昨年と比較すると割合として減少傾向

になっている。（図－７）                 

 

図－７ 経営上のあい路 
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（４）経営上の強み 

 経営上の強みを３項目以内で複数選択してもらった結果、「製品の品質・精度の良さ」が３１．９％

（昨年２９．４％）と最も多く、次いで、「顧客への納品・サービスの速さ」が３１．３％（昨年３２．

０％）、「組織の機動力・柔軟性」２５．２％（昨年２５．０％）となり、「製品の品質・精度の良さ」

の割合が「顧客への納品・サービスの速さ」を上回ったことで、７年ぶりに順位の変動があった。 

業種別でみると、製造業は「製品の品質・精度の高さ」が４６．８％（昨年４７．６％）最も多く、

次いで、「生産技術・生産管理能力」と２９．４％（昨年１６．９％）となっている。一方、非製造業

は、「顧客への納品・サービスの速さ」の３４．６％（昨年３２．９％）と最も多く、次いで「組織の

機動力・柔軟性」で３３．８％（昨年３０．６％）という割合となっている。（図－８）                  

 

図－８ 経営上の強み 
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４ 労働時間 

（１）週所定労働時間（残業時間、休憩時間除く） 

 従業員の週所定労働時間については、「３８時間以下」の事業所が１２．１％（全国平均１２．０％）、

「３８時間超４０時間未満」が３６．８％（全国平均２７．０％）、「４０時間」は４３．３％（全国

平均４８．２％）となっており、本県において最も高い割合となっている。また、「４０時間超４４時

間以下」が７．８％であり、全国平均の１２．８％より５．０％低い割合となっている。 

 業種別にみると、「化学工業」が「３８時間超４４時間以下」の割合が１００％となっており、また、

「小売業」が「４０時間超４４時間以下」の割合が本県で最も多くなっていることが窺える。（図－９） 

 

図－９ 週所定労働時間 
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図－１０ 1人あたり月平均残業時間 

 

 

（３）時間外労働が４５時間・６０時間を超える従業員がいる月の頻度 

  １ヵ月あたりの時間外労働が４５時間を超える従業員がいる月の頻度が「ほぼ毎月」である事業所は

本県では８．２％となり、３年前の調査より０．４％と僅かながら減少した。全国平均では１１．３％

であり、３年前の調査よりも０．４％微増する結果となった。 

また、１ヵ月あたりの時間外労働が６０時間を超える従業員がいる月が「ほぼ毎月」である事業所は

本県が２．１％となった。全国平均では４．８％となり、こちらも３年前の調査より１．０％増加する

結果となった。従業員規模が大きくなると時間外労働が増加傾向にあり、従業員規模が「１００～３０

０人」の事業所では、４５時間を超える従業員がいる月の頻度が７１．０％、６０時間を超える従業員

がいる月の頻度は４７．２％であった。（図－１１、図－１２） 

 

図－１１ １ヵ月の時間外労働が４５時間を超える従業員のいる月の頻度 
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図－１２ １ヵ月の時間外労働が６０時間を超える従業員がいる月の頻度 

 

 

（４）時間外労働削減の取り組みの有無 

 本県の事業所のうち時間外労働を削減しようとする取り組みについて、「ある程度取り組んでいる」

と回答した割合が４５．１％で最も多く、次いで、「積極的に取り組んでいる」は２１．１％、「時間

外労働はない」は１３．４％となり、結果として、これらの３つを合わせると８１．９％の事業所で時

間外労働を削減する取り組みが行われている。３つ合わせた割合は全国平均の７７．８％と比較すると、

４．１％高い割合となった。（図－１３） 

                      

 

図－１３ 時間外労働削減の取り組みの有無 
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（５）時間外労働削減の取り組み内容 

時間外労働を削減する取り組みについて３項目以内で選択してもらった結果、「仕事のやり方の工

夫・改善」が８３．１％で最も多く、次いで「管理職による残業時間管理の徹底」が４１．１％、「帰

りやすい雰囲気づくり」が２２．７％、「従業員と時間外労働削減の話し合い」が１７．８％という結

果となった。本県では、全国平均の割合比べて「管理職による残業時間管理の徹底」が多くなっている。  

業種別にみると、製造業は「仕事のやり方の工夫・改善」が８５．６％で最も多く、全国平均の８３．

５％と比較すると２．１％高い割合となっており、「管理職による残業時間管理の徹底」は４２．５％

と全国平均の３４．５％を８．０％と大きく上回っている。対して、非製造業は「帰りやすい雰囲気」

が２６．３％、「ノー残業デーの実施」が１３．８％と全国並びに本県の平均割合を上回った結果とな

った。(図－１４) 

 

図－１４ 時間外労働削減の取り組み内容 
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５ 年次有給休暇 

（１）年次有給休暇の平均付与日数及び平均取得日数 

従業員１人当たりの年次有給休暇の平均付与日数（※２）は、１６．７日（昨年１６．３日）となって

おり、全国平均の１５．６日（昨年も１５．６日）より、本県が１．１日多い結果となり、増加傾向に

あることが窺える。 

内訳をみると、1人当たりの平均付与日数が最も多い割合が「１５～２０日未満」の４８．１％（昨

年４８．６％）となっており、次いで、「２０～２５日」の２９．３％（昨年２９．１％）となってお

り、これらの２つを合わせると、７割強を占める割合となっている。 

対して、従業員１人当たりの年次有給休暇の平均取得日数は７．３日（昨年６．９日）と昨年と比較

すると、０．４日の微増だが、４年ぶりに日数の増減がある結果となり、全国平均の７．３日（昨年７．

１日）と比較するとほぼ同じ割合となった。 

また、平均取得率をみると、本県は１人あたり４５％（昨年４４％）となり、全国平均の５０％（昨

年４８％）と比べると、５％低い割合となった。業種別にみると、「機械器具」が５４％と最も高く、

次いで、「金属・同製品」が５２％、「印刷・同関連」が４９％となっている。（図－１５）               

※２ 労働基準法では６か月以上継続勤務し、全労働日の８割以上出勤した従業員（パートタイマーを含む。）に対し有

給休暇を１０日間付与することが定められている。 

 

図－１５ 年次有給休暇の平均付与日数及び平均取得日数 
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（２）平成２５年３月新規学卒者１人当たりの平均初任給額 

 本県における平成２５年３月新規学卒者１人当たりの平均初任給額（平成２５年６月支給額）を学

卒別にみると、以下の結果となった。（表－５） 

■ 大 学 卒 

大学卒業者の初任給額の単純平均では、技術系が１８２，３３３円（加重平均：１８６，８４８円）

となり、昨年度の１８０，６３３円（加重平均：１８２，８６８円）と比較すると、１，７００円の増

加となった。一方、事務系が１６９，１９８円（加重平均：１７５，４８９円）となり、昨年度の１７

５，１７１円（加重平均：１７９，４４３円）と比較すると、５，９７３円減少する結果となった。 

 ■ 短 大 卒(含高専卒) 

 短大（含高専）卒業者の初任給額の単純平均では、技術系が１５８，４２５円（加重平均：１６５，

７８３円）となり、昨年初任給額の１４９，０９０円（加重平均：１４８，９１０円）と比較すると、

９，３３５円上回り、大幅な増加となっており、事務系は当該者がいなかった。 

 ■ 専門学校卒 

 専門学校（専修学校：２年制以上）卒業者の初任給額の単純平均では、技術系が１４６，３６４円（加

重平均：１４８，３５７円）となり、昨年度の１６５，７００円（加重平均：１６０，８００円）と比

較すると、１９，３３６円減少した。一方、事務系が１４９，７００円（加重平均：１４８，３５７円）

となった。 

■ 高 校 卒 

 高校卒業者の初任給額の単純平均では、技術系が１４１，５８２円（加重平均：１４１，６２３円）

となっており、昨年度の１３９，３９９円（加重平均：１３９，９５１円）と比較すると、２，２４３

円増加した。一方、事務系が１３６，６６５円（加重平均：１３６，３５４円）となり、昨年度の１３

８，２８９円（加重平均：１３７，９１５円）より１，９３５円減少する結果となった。 

 

                                

表－３ 新規学卒者の初任給額（加重平均） 

<単純平均>各事業所の１人当たり平均初任給額を足し上げ、事業所数で除した数値です。 

<加重平均>各事業所の１人当たり平均初任給額に採用した人数を乗じて得た数の総和を

採用した人数の総和で除した数値です。 

単位：円

全国平均 秋 田 県 製造業 非製造業

技 術 系 193,863 186,848 189,051 183,667
事 務 系 191,354 175,489 164,705 184,475

技 術 系 173,081 165,783 147,000 175,175
事 務 系 167,886 ― ― ―

技 術 系 167,750 147,750 137,250 153,000
事 務 系 164,833 148,357 146,875 150,333

技 術 系 158,406 141,623 139,622 147,274
事 務 系 151,147 136,354 136,513 135,800

全国平均 秋 田 県 製造業 非製造業
技 術 系 193,045 182,868 187,664 176,275
事 務 系 190,766 179,443 177,250 180,028
技 術 系 172,083 148,910 149,350 148,558
事 務 系 164,104 159,000 ― 159,000
技 術 系 168,980 160,800 155,467 164,000
事 務 系 165,003 ― ― ―
技 術 系 156,863 139,951 139,178 144,076
事 務 系 152,618 137,915 134,750 139,321

平成２５年３月新規学卒者

平成２４年３月新規学卒者

大 学 卒

短 大 卒
（含高専卒）

専門学校卒

高 校 卒

高 校 卒

大 学 卒

短 大 卒
（含高専卒）

専門学校卒
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７ 平成２６年３月新規学卒者の採用計画 

 平成２６年３月新規学卒者の採用計画についてみると、「採用計画がある」とする事業所は製造業が

４６事業所で１７．４％（昨年４４事業所１７．５％）、非製造業が３７事業所で１５．７％（３２事

業所１４．４％）となっている。製造業は昨年３月と比較すると、横ばいではあるが、非製造業は１．

３ポイント増加している。 

また、「採用計画がない」とする事業所は、製造業が１４７事業所で５５．７％（昨年１４７事業所５

８．６％）、非製造業が１４９事業所で６３．４％（昨年１３９事業所６２．３％）となっており、昨

年３月と比べると、製造業は２．９ポイント減少し、非製造業は１．１％増加する結果となった。（図

－１６）                            

  

図－１６ 平成２６年度３月卒採用計画 

  
 

平成２６年３月の新規学卒者採用計画をみると、高校卒の採用を計画しているのが１２６事業所（昨

年５３事業所）と最も多く、昨年度より７３事業所と大幅に増加している。次いで、大学卒の採用計画

が４２事業所（昨年２５事業所）と１７事業所の増加、専門学校卒の採用計画が１６事業所（昨年７事

業所）で９事業所の増加、短大（含高専）卒が８事業所（昨年６事業所）で２事業所の増加という結果

となり、新規学卒者採用計画が増加傾向にあり、本県で就職活動を行っている学生等にとって明るい兆

しとなっている。（図－１７） 

 

図－１７ 新規学卒者採用計画 
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 また、従業員数規模別にみると、大学卒および高校卒の採用計画が最も多い割合だったのが、

「２９～９９人」規模で前者が３２事業所、後者が１９事業所となった。従業員規模が大きいと

採用計画を多く見込む傾向があり、「２９～９９人」と「１００～３００人」規模の事業所では、

その動きが顕著である。（図－１８） 

 

図－１８ 従業員数規模別採用計画 

 

８ 高年齢者の雇用  

（１）高年齢者の雇用の有無 

  本県における６０歳以上の高年齢者の雇用状況をみると、高年齢者を「雇用している」事業所は７

８．３％（昨年７８．７％）となっており、昨年と比べるとほぼ横ばいであり、全国平均の７５．４％

と比較すると、２．９ポイント上回る結果となった。対して、「雇用していない」事業所は、２１．７％

（昨年２１．３％）となっており、全国平均の２４．６％と比較すると、下回る結果となった。 

従業員数規模別でみると「１００～３００人」規模では「雇用している」事業所は９７．４％（昨年

６７．６％）となっており、昨年と比較すると、２９．８ポイント雇用率が上回る割合となり、従業員

規模が大きいと雇用率が高いことが窺える。（図－１９） 

 

図－１９ 高年齢者の雇用の有無 
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（２）高年齢者の雇用人数 

 （１）の問いで「雇用している」と回答のあった事業所を対象に、高年齢者の雇用人数について回

答してもらった結果、本県で最も多かった雇用人数「１人」が２８．２％となっており、次いで、「２

人」の１８．１％、「３人」の１３．４％という結果となっている。（図－２０） 

 

図－２０ 高年齢者の雇用人数

 
 

（３）高年齢者の採用の経緯 

（１）の問いで「雇用している」と回答のあった事業所を対象に高年齢者を採用の経緯について、複

数回答してもらった結果、本県で最も多かったのは「自社従業員を継続雇用した」が９５．７％と全国

平均とほぼ同じ割合となった。次いで、「ハローワークを通じて採用した」が７．９％と全国平均の１

０．４％を２．５ポイント下回る結果となった。本結果から、長年職務に従事し、従業員として培って

きた知識や技術を利活用していく事業所が多いことが窺える。（図－２１） 

 

図－２１  高年齢者の採用の経緯 

 
 

（４）高年齢者の賃金の変化 

（３）の問いで「自社従業員を継続雇用した」と回答のあった事業所を対象に高年齢者の賃金の変

化について、三者択一で答えてもらったところ、「一律に下がる」が３６．６％となり全国平均の
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ない」が２８．６％という結果となった。業種別にみると、製造業は「個人による」が３４．２％

となっており、次いで、「変わらない」が３３．２％、「一律に下がる」が３２．７％という結果

となった。一方、非製造業は「一律に下がる」が４１．１％と最も多く、次いで、「個人による」

が３５．４％、「変わらない」が２３．４％という結果となった。（図－２２） 

 

図－２２ 高年齢者の賃金の変化 

 

 

（５）高年齢者の賃金の減少率 

 （４）の問いで、賃金が「一律に下がる」と回答した事業所を対象に、労働時間および労働日数 

変わらない場合の賃金の減少率について答えてもらったところ、本県において最も減少率が高いの 

が「３０～３９％」の３２．８％となっており、全国平均の３０．３％と比較すると２．５％減少 

率が低いと結果となった。 

業種別にみると、製造業は「２０～２９％」と「３０～３９％」が２８．３％と同じ割合となり、 

次いで、「１０～１９％」が２０．０％となっている。対して、非製造業は「３０～３９％」が３６．

８％、次いで、「１０～１９％」と「２０～２９％」が１６．２％と同じ減少率となっている（図－

２３） 

図－２３  高年齢者の賃金の減少率 
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（６）高年齢者の役職の変化 

 （３）の問いで、「自社従業員を継続雇用した」と回答のあった事業所を対象に高年齢者の役職の

変化について三者択一で回答してもらった結果、「変わらない」が４５．５％となり、全国平均の４

５．２％と比較するとほぼ同じ割合である。次いで、「個人による」が３１．０％、「変わる」が２

３．６％という結果となった。 

従業員数規模別でみると、「１～９人」規模では「変わらない」が６７．８％という割合となって

おり、「１００～３００人」規模では「個人による」が５４．３％、「３０～９９人」規模では「変

わる」が３０．４％という結果となっている。（図－２４） 

 

図－２４ 高年齢者の役職の変化 

 

 

 

（７）高年齢者の仕事の内容の変化 

 （３）の問いで、「自社従業員を継続雇用した」と回答のあった事業所を対象に、高年齢者の仕事

の内容の変化について回答してもらった結果、「変わらない」が７０．４％と本県の７割を占める割

合となり、全国平均の６７．２％と比べても３．２ポイント上回る結果となった。製造業および非製

造業においても「変わらない」と回答した割合は約７割を占め、自社従業員を継続雇用しても仕事内

容に変化がないことが窺える。 

従業員数規模別にみると、「１～９人」規模では７９．７％と最も割合が高く、次いで、「１０～

２９人」が７７．８％、「３０～９９人」が６１．６％となっている。事業所の従業員数が少ないほ

ど、仕事内容にさほど動きがみられない結果となった。（図－２５） 

 

 

図－２５ 高年齢者の仕事の内容の変化 
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（８）高年齢者の１日の所定労働時間の変化 

 （３）の問いで、「自社従業員を継続雇用した」と回答のあった事業所を対象に、高年齢者の１日

の所定労働時間の変化について回答してもらったところ、「変わらない」が７９．３％と本県全体の

約８割を占めており、全国平均の７０．７％と比較すると８．６ポイント上回り、所定労働時間の増

減について変わりがない 

結果となった。 

 従業員数規模別にみると、「１００～３００人」規模では「変わらない」が８８．９％と最も高く

割合となった。また、「少なくなる」と回答したポイントが最も多かった「１～９人」規模では１３．

４％という結果となっている。（図－２６） 

 

図 － ２ ６  高年齢者の１日の所定労働時間の変化 

  

 
 

（９）高年齢者の１日の所定労働時間数 

 （７）の問いで、「少なくなる」と回答のあった事業所を対象に、高年齢者の１日の所定労働時間 

数を回答してもらったところ、本県において「６時間以上７時間未満」及び「７時間以上８時間未満」 

の割合が２５．９％となり、「６時間以上８時間未満」で労働に従事している割合が高い結果となっ 

た。 

 業種別にみると、製造業では、「７時間以上８時間未満」が３７．５％と全体の３割を占めており、

次いで、「５時間以上６時間未満」が２５．０％となっている。対して、非製造業では、｢６時間以

上７時間未満」が３１．６％となっている。（図－２７） 

 

図 － ２ ７  高年齢者の１日の所定労働時間数 
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（１０）高年齢者の週所定労働時間日数の変化 

 （３）の問いで、「自社従業員を継続雇用した」と回答のあった事業所を対象に、高年齢者の所定

労働時間日数の変化について回答してもらったところ、「変わらない」が７６．０％と最も高く、本

県において従業員を継続雇用した中の７割が週所定労働時間に変化がないという結果になった。 

 従業員数規模別にみると、従業員数の規模が大きい事業所では、「変わらない」と回答するポイン

トが高く、「１００～３００人」規模では８８．９％と８割強を占めている。また、従業員数規模が

小さな事業所では、「少なくなる」と回答するポイントが高い傾向があり、「１～９人」規模が１７．

９％となっている。（図－２８） 

 

図 － ２ ８  高年齢者の週所定労働時間日数の変化 

 

 

（１１）高年齢者の週所定労働時間日数 

 （１０）の問いで、「少なくなる」と回答のあった事業所を対象に、高年齢者の所定労働時間日数

について回答してもらったところ、「５日」が５２．８％と全体の５割を占める割合となっており、

「４日」が３０．６％と全体の３割を占め、両者を合わせると８割を占める。この結果から、本県に

おいて、高年齢者を継続雇用していても、従来と変化することなく業務に従事させている事業所が多

いことが窺える。（図－２９） 

 

 

図 － ２ ９ 高年齢者の週所定労働時間日数の変化 
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９ 賃金改定状況 

（１）賃金改定実施状況 

 平成２５年１月１日から７月１日（調査時点）までの賃金の改定状況をみると、賃金を「引上げた」

と回答した事業所は１９１事業所３８．１％となり、昨年の１５４事業所３２．６％に比べ５．５ポイ

ント増加しており、全国平均３５．２％と比較しても２．９ポイント上回り、増加傾向にあることが窺

える。 

一方、賃金を「引下げた」と回答した事業所は７事業所１．４％と昨年の９事業所１．９％と比べる

と０．５ポイント僅かながら減少した。また、賃金改定について「未定」と回答した事業所は１３５事

業所２６．９％となっており、先行きへの不安等の要素が垣間見える結果となった。（図－３０） 

 

図 － ３ ０  賃 金 改 定 実 施 状 況  

 

 

 

 業種別にみると、賃金を「引上げた」とする事業所が製造業では３５．２％となり、昨年度の２８．

７％と比較すると、６．５ポイント増加した。対して、非製造業が４１．４％となり、昨年３６．９％

と比べると４．５ポイント増加する結果となった。このような結果から、製造業、非製造業ともに増加

傾向にあることが窺える。（図－３１） 

 

図 － ３ １  賃 金 改 定 実 施 状 況 （ 業 種 別 ）  
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（２）平均昇給額 

 本県において、賃金改定を実施した事業所の中で「引上げ」を行った事業所の昇給額をみると、単純

平均が５，１８０円（全国平均：６，５８３円）、加重平均が４，０９４円（同：４，９８０円）とな

っている。 

加重平均で業種別にみると、製造業が３，２９４円、非製造業が５，７３７円と非製造業が２，４４

３円高くなっている。また昇給額が最も高かった業種は製造業では「印刷・同関連」で６，４１６円、

非製造業では「建設業」で７，６３５円となっている。（表－５） 

「引下げ」を行った事業所の降給額をみると、本県全体では単純平均で２３，９６８円（全国平均：

１８，２８５円）、加重平均で９，３９４円（同：９，６７９円）となっており、加重平均で業種別に

見た場合は、製造業が９，５０８円、非製造業が６，２５０円という結果となった。（表－６） 

 

 

また、秋田県全産業の平均昇給額をみると、加重平均で３，１０３円（単純平均：３，１００円）と

昨年の加重平均２，５９１円（同：２，６９５円）に比べて５０９円増加している。 

業種別に加重平均をみると、製造業が２，５０７円（単純平均：１，８２１円）に対して、非製造業

が４，１９４円（同：４，３５１円）と製造業と非製造業では１，６８７円の差が生じている。（図－

３２） 

図－３２ 平均昇給額の推移（加重平均） 

 

表－４　平均昇給（引上げ事業所）

表－５　平均昇給（引下げ事業所）

区　分
全　国 秋田県 製造業 非製造業

昇給額(円) 昇給率(%) 昇給額(円) 昇給率(%) 昇給額(円) 昇給率(%) 昇給額(円) 昇給率(%)
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14.68
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6,250
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